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ＲＩ・研究所等廃棄物事業推進準備会の 

業務の進捗状況と今後の計画 
 

ＲＩ・研究所等廃棄物事業推進準備会 
 
はじめに 
 日本原子力研究所（原研）、核燃料サイクル開発機構（サイクル機構）及び社団法人日本
アイソトープ協会（ＲＩ協会）（以下、「三者」）は、平成９年１０月１日、ＲＩ・研究所等
廃棄物の処理処分事業を推進するための準備組織として、「ＲＩ・研究所等廃棄物事業推進
準備会」（以下、「準備会」）を発足させた。 
 原子力バックエンド対策専門部会で取りまとめられた 「ＲＩ・研究所等廃棄物処理処分
の基本的考え方について」（平成１０年５月２８日）（以下「基本的考え方」）及びこれを踏
まえた原子力委員会決定「ＲＩ・研究所等廃棄物処分への取り組みについて」（平成１０年
６月９日）では、準備会を中心に事業主体の設立に向けた具体的な検討を行い、２０００年
頃を目途に設立することとしている。 
 準備会においては、事業主体の設立、実施スケジュール、資金確保対策等の検討、当該事
業の必要性や安全確保の考え方に関する広報活動を行うほか、国及び関係機関等との連携
を図りつつ、安全基準の策定等への協力等、幅広い活動を行う計画である。 
 
１．組織等について 
 準備会は次の組織から構成されている（組織図：参考１）。 
  
（１）ＲＩ・研究所等廃棄物事業推進協議会（協議会） 
協議会は準備会の事業計画、予算等運営に関する重要な事項について審議するため設置さ
れており、各分野からの幅広い意見が求められるよう関係機関に参加を呼びかけ、現在まで
に２１機関が参加している（協議会名簿：参考２）。 
 なお、協議会はこれまでに３回開催され、今後の方針の策定を行うとともに、関係機関と
の意見交換を行っている。 
  
（２）運営会議 
運営会議は協議会における審議事項、報告事項等を審議し、準備会の業務を円滑に運営する
ため三者より構成されている。運営会議はこれまで７回開催している。 
  
 
 



（３）事業主体設立検討ワーキンググループ 
事業主体の設立に係る資金計画、組織構成等の必要事項を検討するため、「事業主体設立検
討ワーキンググループ」（以下「事業主体設立検討ＷＧ」）を設置している。事業主体設立検
討ＷＧは三者の事務部門実務者から構成され、今後の議論の進捗も踏まえて、大学、研究所
及び医療機関等からの参加も予定している。今年度中に６回の開催を予定している。 
  
（４）三者連絡会 
三者連絡会は今後の廃棄物の処分に際して必要となる廃棄体の統一的な品質管理等に資す
るため、三者の廃棄物管理の実務担当者により構成され、これまで４回開催している。 
 
２．廃棄物調査 
 ＲＩ・研究所等廃棄物の想定される処分形態、廃棄体数量等については「基本的考え方」
に示されているように、ＲＩ・研究所等廃棄物の大部分は放射能濃度が低いものの、廃棄物
に含まれる放射性核種、性状が多種多様という特徴がある。この特徴を踏まえ、処理処分施
設の設備内容・規模等の設計に反映するため、試験研究炉、加速器等を保有する大学・民間
等の関係機関に廃棄物調査を行った（RI・研究所等廃棄物の保管量：参考３）。 
 RI ・研究所等廃棄物の現状把握は、原子力安全委員会放射性廃棄物安全規制専門部会等に
て審議・検討が行われている。廃棄物性状等の調査は安全規制策定等に関する基礎要素であ
るため継続して実施するとともに、これに加え今後は廃棄物等の確認方法に関する技術調
査を中心に進める計画である。 
 
３．事業主体設立に向けての取組み 
 事業主体の設立は、準備会の最も重要な業務の一つである。準備会では、発足以来、協議
会への参加を大学、民間企業等に広く呼びかけ、事業主体設立に向けて組織を強化するとと
もに、事務局である準備室において予備的な検討を行ってきた。 
 また、検討の一層の推進を図るため、三者の事務部門実務者からなる事業主体設立検討Ｗ
Ｇが今年度設置され、事業主体の設置に係る資金計画、組織構成等の必要事項を検討し、今
年度中に中間報告をまとめることとしている。 
 
４．施設、設備の設計検討 
 廃棄物調査結果を踏まえつつ、平成１０年度から処理設備及び処分施設の概念設計に着
手している。 
 処理設備の設計に当たっては、原研が整備中である高減容処理設備及び原研、サイクル機
構、ＲＩ協会等の減容処理施設の経験実績を参考とする（原研における高減容処理の概要：
参考４）。 
 一方、処分施設は「基本的考え方」に事例が示されており、コンクリートピットについて



は日本原燃（六ヶ所村）の処分施設、素掘り処分施設については原研のコンクリート等廃棄
物の埋設試験の先行例があり、処分施設設計の参考とする。また、放射性物質以外の観点か
らの対策が必要な廃棄物に対しては、「管理型処分場」の構造基準を踏まえた処分施設を検
討する（処分施設の事例：参考５）。 
 今後は、これらの概念設計に基づき施設、設備の積算見積りを行うとともに、資金計画を
策定する予定である。 
 
５．広報活動 
 廃棄物処理処分事業の推進に当たっては、国民の理解が重要である。 
 準備会の設置目的と活動について理解を得るためパンフレットを作成し、関係機関に配
布している。 
 また、「研究炉に関する検討懇談会」、「大学等放射線施設協議会」等の委員会、及び「（社）
日本電機工業会」、「（社）新金属協会」等の関係機関において説明を行った。今後も引き続
き「日本アイソトープ・放射線総合会議」、「放射線取扱主任者年次大会」等において幅広く
広報活動を行う予定である。関係機関の会議等の機会を活用し、今後も広報活動を積極的に
行う。 
 さらに、本年度は、一般の人々にＲＩ・研究所等廃棄物と準備会の活動の理解が得られる
よう、ホームページ（＊）も開設した。 
 一方、PA 活動に関しては、事業主体設立検討ＷＧ等における実務者レベルの審議・検討
状況を踏まえながら、幅広い有識者・専門家より成る委員会等を協議会内に設置することで
アクションプログラムを策定し、情報公開と広報活動に努めるほか、シンポジウムの開催等
も計画中である。 
 このような有機的に結びついた広報活動を通して、処理処分事業の具体化に向けた環境
づくりを推進する。 
  （＊） ホームページアドレス http://www.isotopia-jp.com/ 
 
６．今後の対応 
 今後は、処理処分施設の概念設計等に基づく積算見積りを行って、資金計画の策定を実施
するとともに、立地地域と共生し地域の発展に寄与できるような地域振興策の検討も行い、
２０００年頃を目途に、事業主体設立へ向け着実に取り組むこととする（事業計画：参考６）。 
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